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Ⅰ バリアフリー基本構想の策定にあたって 

Ⅰ-１ 基本構想策定の背景と目的 

横浜市では、すべての人が基本的人権を尊重され、安心して生活し、自らの意志で

自由に行動でき、あらゆる分野の活動に参加することができる福祉のまちづくりを進

めるために、平成 9 年 3 月に「横浜市福祉のまちづくり条例」を制定し、市民・事業

者と横浜市が協働し、地域福祉活動の一層の促進や、ソフトとハードの環境整備の推

進を目指して、様々な取り組みを進めてきた。 

また、平成 12 年 5 月に制定された「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用

した移動の円滑化の促進に関する法律（交通バリアフリー法）」により駅等の公共交通

機関と駅周辺の歩行空間のバリアフリー化が推進され、一方で平成 6 年 6 月に制定さ

れた「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法

律（ハートビル法）」により不特定多数の人々が利用する一定規模以上の建築物のバリ

アフリー化が義務づけられてきたところであるが、より一体的・総合的なバリアフリ

ー施策の推進を図るため、交通バリアフリー法とハートビル法を統合・拡充した「高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」が平成 18

年 6 月に制定された。 

さらに、本市においては、平成 22 年度から平成 25 年度までを計画期間とした「横

浜市中期 4 か年計画」が、「横浜市の都市像（市民力と創造力による新しい『横浜市

らしさ』を生み出す都市）」の実現に向けた政策や工程を具体化する計画として、平成

22 年 12 月に策定された。この計画においても、まちのバリアフリー化を推進する

ことが掲げられている。 

これらの背景のもと、これまで横浜市では、12 地区（関内駅、鶴見駅、横浜駅、

新横浜駅、三ツ境駅、戸塚駅、上大岡駅・港南中央駅、都筑区タウンセンター、星川

駅、本郷台駅、大口駅・子安駅、二俣川駅の各駅周辺地区）を対象に基本構想を策定

してきた。横浜市では、当面、市内 18 区に各 1 地区ずつ基本構想を定めることを目

標として基本構想の検討を進めている。 

以上のことを踏まえ、泉区の中心的な地域として公共施設、文化施設、福祉施設、

商業施設などの不特定多数の人が利用する施設が集積しているいずみ中央駅・立場駅

周辺地区を対象として、「バリアフリー基本構想」を策定する。 
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Ⅰ-２ 基本構想の位置づけ 

本基本構想は、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフ

リー法）」や「横浜市福祉のまちづくり条例」といった、関連する法令や条例と整合を

図った構想とする。 

 

 

図 1-1 基本構想の位置づけ 

ここでは、基本構想の位置づけを図で示している。 

 

【バリアフリー法第二十五条第一項】 

・市町村は、基本方針に基づき、単独で又は共同して、当該市町村の区域内の重点整備地区について、移動等円

滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関する基本的な構想（以下「基本構想」という。）を作成することが

できる。 

 

バリアフリー基本構想 いずみ中央駅・立場駅周辺地区の根拠法 

【バリアフリー法「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」】 

・バリアフリー法とは、高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活を確保することの重要性にかんがみ、

公共交通機関の旅客施設及び車両等、道路、路外駐車場、公園施設並びに建築物の構造及び設備を改善するための

措置、一定の地区における旅客施設、建築物等及びこれらの間の経路を構成する道路、駅前広場、通路その他の施

設の一体的な整備を推進するための措置その他の措置を講ずることにより、高齢者、障害者等の移動上及び施設の

利用上の利便性及び安全性の向上の促進を図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的とするものである。 

 

バリアフリー基本構想 いずみ中央駅・立場駅周辺地区の関連法令 

【横浜市福祉のまちづくり条例】 

・福祉のまちづくりとは、すべての人が基本的人権を尊重され、安心して生活し、自らの意思で自由に行動し、

及びあらゆる分野の活動に参加することができる福祉のまちづくりについて、横浜市、事業者及び市民の責務を明

らかにするとともに、福祉のまちづくりに関する施策の基本的事項を定めるものでる。 

 

 

図 1-1 基本構想の位置づけ 

横浜市福祉のまちづくり
条例 

・すべての人が基本的人権
を尊重され、安心して生
活し、自らの意思で自由
に行動し、及びあらゆる
分野の活動に参加するこ
とができる福祉のまちづ
くりについて、横浜市、
事業者及び市民の責務を
明らかにするとともに、
福祉のまちづくりに関す
る施策の基本的事項を定
める。 

バリアフリー基本構想 いずみ中央駅・立場駅周辺地区 
 

【バリアフリー法第二十五条第一項】 
・市町村は、基本方針に基づき、単独で又は共同して、当該市町村の区域内の重
点整備地区について、移動等円滑化に係る事業の重点的かつ一体的な推進に関す
る基本的な構想（以下「基本構想」という。）を作成することができる。 

バリアフリー法「高齢者、障害者等の移動等の円滑
化の促進に関する法律」 

・高齢者、障害者等の自立した日常生活及び社会生活
を確保することの重要性にかんがみ、公共交通機関
の旅客施設及び車両等、道路、路外駐車場、公園施
設並びに建築物の構造及び設備を改善するための措
置、一定の地区における旅客施設、建築物等及びこ
れらの間の経路を構成する道路、駅前広場、通路そ
の他の施設の一体的な整備を推進するための措置そ
の他の措置を講ずることにより、高齢者、障害者等
の移動上及び施設の利用上の利便性及び安全性の向
上の促進を図り、もって公共の福祉の増進に資する
ことを目的とする。 

根拠法 関連法令 
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Ⅰ-３ バリアフリー法について 

１．市町村による基本構想の作成 

バリアフリー法では、市町村は、旅客施設を中心とした地区や、高齢者、障害者な

どが利用する施設が集まった地区（「重点整備地区」）において、公共交通機関、建築

物、道路、路外駐車場、都市公園、信号機などのバリアフリー化を重点的かつ一体的

に推進するため、当該地区におけるバリアフリー化のための方針、事業等を内容とす

る「基本構想」を作成することができる。基本構想の対象等は、以下の通りである。 

 

○ 対象者 

高齢者、障害者（身体障害者・知的障害者・精神障害者・発達障害者を含む、すべ

ての障害者）、妊婦、けが人など 

○ バリアフリー化を推進する地区 

駅を中心とした地区や、高齢者、障害者などが利用する施設が集まった地区 

○ バリアフリー化を推進する施設 

公共交通機関（鉄道、バス、福祉タクシー等の旅客施設及び車両）、特定の建築物、

道路、路外駐車場、都市公園 

※新しく建設・導入する場合に適合義務があります。既存の施設等については、基準

に適合するように努力義務が課されます。 

 

※用語の定義 

『重点整備地区』 

地区全体の面積がおおむね 400ha 未満の地区であって、生活関連施設が３以上所在し、かつ、

当該施設を利用する相当数の高齢者、障害者等により、当該施設相互間の移動が徒歩で行われる

ことが見込まれる地区であり、重点的かつ一体的なバリアフリー化を推進する必要があると認め

られる地区を「重点整備地区」とする。 

重点整備地区の境界は、できる限り町境、字境、道路、河川、鉄道等の施設、都市計画道路等

によって、明確に表示する。 

 

『生活関連施設』 

高齢者、障害者等が日常生活または社会生活においてよく利用する旅客施設、官公庁施設、福

祉施設などの施設を「生活関連施設」とする。 

 

『生活関連経路』 

生活関連施設相互間の経路を「生活関連経路」とする。 

 



 - 4 -

２．基本構想に基づく事業の実施 

策定された基本構想に基づき、関係する事業者・建築主などの施設設置管理者及び

県公安委員会は、それぞれ具体的な事業計画（特定事業計画）を作成し、事業を実施

する。 

 

ここでは、基本構想策定から事業実施までの流れを図で示している。 

策定された基本構想に基づき、関係する事業者・建築主などの施設設置管理者及び県公安委員会は、公共交通、道路、外

駐車場、都市公園、建築物、交通安全等においてそれぞれ具体的な事業計画である特定事業計画を作成し、その後、それ

ら事業の実施となる。 

 

 

 

 

 

◆“バリアフリー化”とは何をするのか 

施設や経路（道）を、だれもが困難や不便をなるべく感じずに利用できるように、

対策を考えていきます。 

例えば・・・ 

歩道の平坦性の確保、勾配の改善 

視覚障害者誘導用ブロックの適切な敷設 

階段（段差）部分へのスロープまたはエレベーターの設置（段差の解消） 

よく利用する施設への案内・サインの充実 

トイレやエレベーター、エスカレーター、施設などの位置等を知らせる音声・音

響案内の充実 

マナーの向上をよびかける広報、啓発活動の推進 

など 

 

 

 

 

 

 

基

本

構

想

の

策

定

特定事業計画の作成 

○公共交通特定事業計画：公共交通事業者が作成 

○道路特定事業計画：道路管理者が作成 

○路外駐車場特定事業計画：路外駐車場管理者が作成 

○都市公園特定事業計画：公園管理者が作成 

○建築物特定事業計画：建築物の所有者が作成 

○交通安全特定事業計画：公安委員会が作成 

バ リ ア フ リ ー 化 の 実 施 の 流 れ

特

定

事

業

の

実

施
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Ⅰ-４ 対象者の特性と配慮すべき事項 

バリアフリー法では、高齢者や障害者等の身体機能面で日常生活や社会生活に制限

を受ける人を対象とし、具体的には、加齢により知覚機能や運動機能が低下した高齢

者、肢体不自由者、視覚障害者、聴覚障害者などの身体障害者のほか、知的障害者、

精神障害者、発達障害者、妊産婦やけが人を対象としている。 

横浜市では、生活するすべての人が安心して、自らの意思で自由に行動でき、さま

ざまな活動に参加できる人間性豊かな福祉都市の実現という「横浜市福祉のまちづく

り条例」の目的を踏まえ、高齢者や障害者だけでなく、子ども、外国人、子ども連れ

（乳幼児連れやベビーカー使用など）の人など、移動の制約がある人にも配慮し、横

浜市で生活するすべての人にとって利用しやすい公共交通機関、建築物、公共施設の

整備を目指して、基本構想を策定する。 

それら移動制約者に配慮すべき代表的な事項を表 1-1 に示す。バリアフリー化の整

備等において、各事業者は、ここに示した事項を理解した上で取り組むとともに、多

様な利用者のニーズの把握にも努める必要がある。 

 

表 1-1 対象者の特性と配慮すべき主な事項 

区分 対象者の特性と配慮すべき主な事項 

車いす使用者 ・車いすを操作するための道路幅や回転スペースを確保するよう配慮する。

・路面や床面に段差があると乗り越えることができない場合もあるため、不

要な段差は設けないよう配慮する。 

・路面や床面は、移動の際に振動を少なくするため、平坦な仕上げに配慮す

る。 

・傾斜路を設ける場合は、勾配や長さに配慮する。 

・扉を押したり、手前に引いたりする行為は難しい場合があるため、扉の形

状に配慮する。 

・車いすで移動するので目線が低く、手の届く範囲が限られる場合があるた

め、設備機器類や案内サイン等などの高さに配慮する。 

・カウンターや柵など、手の届く範囲や膝が入る下部スペースなどにも留意

する。 

・車いすから便座への移乗など乗り移りの行為には、体を支えるための手す

りや乗り移る側の設備の高さ、介助スペースなどに配慮する。 

・電動三輪・四輪車いすは、他の車いすに比べ通路幅や回転スペースが大き

いので留意する。 
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区分 対象者の特性と配慮すべき主な事項 

杖使用者 ・杖の振り幅があるため、出入口の幅員などに配慮する。 

・わずかな段の乗り越えが困難な場合があるとともに、つまずきやすいので

不要な段差は設けないよう配慮する。 

・路面や床面は滑りにくく、平坦な仕上げに配慮する。 

・体の安定を保ちにくいので、段差が生じる箇所には手すりを設け、蹴上げ

を小さくし踏面は広くする必要がある。 

・ベンチなど休憩できる場所を設けるよう留意する。 

・杖の底面が小さいので排水溝の蓋の構造に配慮する。 

高齢者 ・つまずきやすいので不要な段差は設けないよう配慮する。 

・路面や床面は滑りにくく、平坦な仕上げに配慮する。 

・足腰等が弱くなり階段の昇降などが困難であるため、階段等への手すりの

設置に配慮する。 

・動作がゆっくりになり長距離の歩行に困難が生じるため、ベンチなど休憩

できる場所の設置に配慮する。 

・シルバーカーなどの使用に配慮し段差を設けないよう配慮する。 

・情報を的確に理解しにくくなり、危険の回避等に即応できないため、安全

に配慮する。 

・新しい機器類への順応性が低くなるため、情報提供機器類の操作を単純に

し、音声と視覚による案内ができるよう配慮する。 

・サイン等では、文字の大きさやコントラストに配慮する。 

・視認性に配慮した照明計画が必要である。 

補助犬使用者 ・補助犬を使用して移動するため、床面は平坦な仕上げとし、補助犬の休憩

スペース等にも配慮する。 

子ども連れ 

（乳幼児連れや

ベビーカー使用

など） 

・ベビーカーなどの使用に配慮し段差を設けないよう配慮する。 

・おむつ替えや更衣のためのベビーベッドなどが必要となる。 

・乳幼児をかかえて移動する場合など、休憩や授乳できる場所を設けるよう

配慮する。 

一時的な移動制

約者 

（妊産婦やけが

人など） 

・階段の昇降などが困難であるため、特に長い移動、上下移動に配慮する。

・妊婦は足元が見えない、前かがみの姿勢などが難しいなどの動作困難があ

ることに配慮する。 

・松葉杖使用者は幅の狭いところでは歩行が困難であり、一定のスペースが

必要である。また、杖の先が滑ると危険であるため、路面の仕上げに留意

する。 
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区分 対象者の特性と配慮すべき主な事項 

視覚障害者 ・視覚に代わる他の感覚により、施設の方向や位置、自らの安全を確認する

ため、視覚障害者誘導用ブロックや音響・音声案内、人による案内などに

配慮する。 

・白杖と靴底の感覚によって移動するため、路面や床面の状態は把握できる

が、壁面からの突出物などはほとんど把握できない場合があるので、階段

裏へのもぐり込み、突出看板などの高さや構造に配慮する。 

・杖の振り幅があるため、出入口の幅員などに配慮する。 

・杖の底面が小さいので排水溝の蓋の構造に配慮する。 

・日常生活の中でほとんどを占める視覚による情報の入手が困難なため、点

字や音声などによる情報提供に留意する。 

・弱視者は、人により視覚機能の水準が異なるため、文字の大きさや周辺の

地色との区別、照明などに配慮する。 

聴覚障害者 ・聴覚障害者は、通常、外見から分かりづらいため、その障害を周囲の人々

から正しく理解されにくい傾向にある。 

・視覚による情報伝達の配置等は、人の行動に合わせ連続的に整備するよう

配慮する。 

・緊急時等では、視覚によるほか振動などにより伝達できるよう配慮する。

・視覚による設備機器類の設置に合わせ、情報伝達をより正確に行えるよう、

筆談や手話等のコミュニケーション手段の活用に配慮する。 

知的障害者・発

達障害者 

・言語による意思伝達の不足を補う手段として視覚的な手段（絵、文字、写

真、実物の提示、動作で示す等）に配慮する。 

・機器などはわかりやすく操作しやすいものとする。 

・受付・案内などでは人的なサポートも配慮する。 

・コミュニケーションに際しては、ゆっくり、ていねいに、わかりやすく説

明することが必要である。 

子ども ・低い位置からの視認性や操作性への配慮が必要である。 

・図示や記号化などわかりやすい情報提供の配慮が必要である。 

外国人 ・情報伝達上の配慮が必要である。特にサイン等では外国語標記が必要とな

る。 

・図示や記号化などわかりやすい情報提供の配慮が必要である。 
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区分 対象者の特性と配慮すべき主な事項 

上肢障害者 ・上肢や手先などに障害がある場合、手の届く範囲は狭くなり、ものをつか

んだり、細かい操作が困難になったりするので、ものの大きさや操作方法

への配慮が必要である。 

・少ない力で開閉が可能になる軽いドアなど開閉操作のしやすさに留意す

る。 

・水栓金具やドアノブなどは握らなくてもすむようにレバー式または棒状の

把手にするなど形状に留意する。 

・棚などを設置する場合、手が届きやすい高さや位置などに留意する。 

・スイッチ類は押しやすいような大きさや形状などに留意する。 

精神障害者 ・リラックスできる環境づくりに配慮する。 

・休憩できる場所を設けるよう配慮する。 

内部障害者 ・内臓機能の障害のために、長距離の歩行に困難が生じるので、休憩できる

場所や階段等への手すりの設置に配慮する。 

・腹部に人工的に排泄のための孔（ストーマ）を造設した人（オストメイト）

には、便や尿などを溜めておくためのパウチの取替え・洗浄の場所が必要

である。 

・ペースメーカー使用者では強い電磁波による誤動作の心配がある。 

 

【参考文献】 

・横浜市福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル（横浜市福祉局、平成 10 年３月） 

・横浜市福祉のまちづくり条例施設整備マニュアル－改訂（横浜市福祉局、平成 17 年３月） 

・神奈川県福祉のまちづくり整備ガイドブック（神奈川県福祉部、平成 14 年３月） 

・公共交通ターミナルにおける高齢者・障害者等のための施設整備ガイドライン 

（財団法人運輸経済研究センター、平成６年３月） 

・交通バリアフリー介助マニュアル（交通エコロジー・モビリティ財団、平成 13 年３月） 

・公共交通機関の旅客施設に関する移動等円滑化整備ガイドライン（国土交通省、平成 19 年７月） 

・高齢者の住まいと交通［復刻版］（東京都立大学都市研究所、平成 13 年 10 月） 
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Ⅰ-５ バリアフリー基本構想の検討体制 

１．検討体制 

基本構想策定に際しては、高齢者・障害者等の移動や施設利用の実態を踏まえ、そ

のニーズに的確に対応した構想を作成することが求められる。また、バリアフリー化

のための事業の実施主体となる公共交通事業者、道路管理者、公安委員会などの協力

が必要となる。 

これらを踏まえ、横浜市では、以下に示す体制で基本構想に係る事項の検討を行う。 

 

 

図 1-2 横浜市における基本構想の検討体制 

ここでは、横浜市バリアフリー検討協議会の体制について説明している。 

横浜市のバリアフリーの検討体制は、大きく 3 つの検討組織と市の内部的な連絡組織から成る。 

3 つの検討組織とは、横浜市福祉のまちづくり推進会議、横浜市バリアフリー検討協議会、重点

整備地区ごとの地区部会である。 

横浜市福祉のまちづくり推進会議は、「福祉のまちづくり条例」に基づく付属機関である。条例

に基づき横浜市の福祉のまちづくり全般について検討する場として位置づけられている。 

横浜市バリアフリー検討協議会は、推進会議の運営要綱により位置づけられた検討組織で、基本

構想に係る総合的な検討・調整機関である。推進会議には、随時、検討状況の報告等を行う。 

また、横浜市内の重点整備地区ごとに地区部会が設けられている。 

地区部会は検討協議会から基本構想に関する基本的な考え方の提示を受けながら基本構想（案）

を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市福祉のまちづくり推進会議 

＜条例に基づく附属機関＞ 

福祉のまちづくりの推進に関する基本的事項を調査・審議する。 

横浜市バリアフリー検討協議会 

基本構想に関する検討を行い、専門的見地からの意見を聴

取する。 

 

重点整備地区毎の地区部会 

各地区の基本構想に関する具体的な検討を行

い、意見を聴取する。 

検討状況の報告等 

検討状況の報告等 

図 1-2 横浜市における基本構想の検討体制 
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２．地区部会の参加団体 

 

・ 神奈川大学 

・ 泉区社会福祉協議会 

・ 横浜市いずみ中央地域ケアプラザ 

・ 泉区地域子育て支援拠点 すきっぷ 

・ 泉区視覚障害者福祉協会 

・ 泉区聴力障害者福祉協会 

・ NPO 法人中途障害者地域活動センター 元気かい泉 

・ 泉地域活動ホームかがやき 

・ 泉区老人クラブ連合会 

・ 中田連合自治会 

・ 和泉中央連合自治会 

・ 泉区商店街連合会 

・ 相模鉄道株式会社 

・ 横浜市交通局 

・ 神奈川中央交通株式会社 

・ 神奈川県泉警察署 

・ 道路局道路部 

・ 泉土木事務所 

・ 健康福祉局地域福祉保健部 

・ 泉区福祉保健センター 

・ 泉区総務部 

・ 道路局計画調整部 
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３．バリアフリー基本構想検討の流れ 

 

ここでは、バリアフリー基本構想策定の流れについて、フロー図で示している。 

平成 23 年 8 月以降、基本構想策定に向けた地区部会を計 4 回実施した。 

第１回地区部会は、平成 23 年 8 月 30 日に行われ、バリアフリー法や基本構想の内容や

地区の現状について把握し、また、重点整備地区・バリアフリー化を図る生活関連経路・生活

関連施設について検討した。次回地区部会で実施するまちあるき点検の企画についての提案も

行った。 

平成 23 年 11 月 15 日～12 月 15 日には、まちあるき点検に参加できない市民の方々か

らも、まちのバリアフリーに関する情報募集を行った。 

これと同時期の平成 23 年 11 月 21 日に実施した第２回地区部会では、まちあるき点検ワ

ークショップを開催し、実際に地区を歩いて、課題などを把握した。 

平成 24 年の 7 月 18 日には第３回地区部会を開催し、まちあるき点検の結果をもとに、

地区の課題・対応策の検討を行った。 

その後、特定事業に関する事業者との調整を経て、平成 24 年 12 月 18 日に第４回地区部

会を開催し、基本構想原案の提案を行った。 

基本構想原案を作成後、法に基づく事業者との協議を行い、国へ提出した。 

その後、各事業者等が特定事業計画を作成し、特定事業を実施することになる。 

 

 

第１回地区部会（平成 23 年 8 月 30 日） 

・バリアフリー法や基本構想の内容把握 

・地区の現状把握 など 

・重点整備地区・バリアフリー化を図る経路・生活関連施設の検討 

・まちあるき点検の企画など 

まちあるき点検 

（第２回地区部会） 

（平成 23 年 11 月 21 日） 

バリアフリー関する情報募集 

（平成 23 年 11 月 15 日 

       ～12 月 15 日） 

第４回地区部会（平成 24 年 12 月 18 日） 

・基本構想原案の提案 

基本構想原案 

法に基づく事業者との協議 

事業者との調整 

国へ提出 

第３回地区部会（平成 24 年 7 月 18 日） 

・まちあるき点検結果の整理 

・地区の課題と対応策の検討 

各事業者等 

・特定事業計画の作成 

・特定事業（バリアフリー化のため事業）の実施 
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Ⅱ いずみ中央駅・立場駅周辺地区の概況 

Ⅱ-１ 位置及び特性 

いずみ中央駅・立場駅周辺地区は、横浜市の南西部、泉区のほぼ中央に位置してい

る。当該地区には相模鉄道いずみ野線のいずみ中央駅と横浜市営地下鉄ブルーライン

の立場駅の 2 路線 2 駅がある。いずみ中央駅周辺は泉区総合庁舎をはじめとした公的

施設が集積し、また、立場駅周辺は商業施設などが集積する地域である。沢 

 

 

図 2-1 泉区の位置 

ここでは、泉区の位置を地図で示している。泉区は横浜市の南西部にある。 

 

図 2-2 いずみ中央駅・立場駅周辺地区の位置 

いずみ中央駅・立場駅周辺地区の位置を地図で示している。いずみ中央駅・立場駅は泉区のほぼ中央に位置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 泉区の位置 図 2-2 いずみ中央駅・立場駅周辺地区の位置
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Ⅱ-２ 人口 

１．人口の推移と高齢化率の状況 

いずみ中央駅・立場駅周辺地区※の人口は、平成 22 年 3 月 31 日現在 90,500 人

で、そのうち 65 歳以上の高齢者人口は 21,437 人、高齢化率は 23.7％である。人

口は、年々微増しているもののほぼ横ばいであるが、高齢化率は平成 18 年の 20.5％

から 3.2 ポイントも上昇しており、駅周辺地区の高齢化が顕著となってきている。 

 

 

 

 

 

図２-３ 駅周辺地区の人口推移 

ここでは、いずみ中央駅・立場駅周辺地区の人口と高齢化について、いずみ中央駅・立場駅周辺

の人口と高齢化率について、平成 18 年度から平成 22 年度までのグラフで示している。人口は、

0 歳から 14 歳、15 歳から 64 歳、65 歳以上の３区分でしており、65 歳以上の高齢者の人口

が毎年増加している。 

 

 

図 2-４ 年齢別人口構成比 

ここでは、横浜市、泉区、いずみ中央駅・立場駅周辺地区の３箇所について、平成 21 年度末に

おける年齢別人口構成比をグラフで示している。いずみ中央駅・立場駅周辺地区における 65 歳以

上の割合は、泉区や横浜市全体より多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ いずみ中央駅・立場駅周辺地区とは、各駅（いずみ中央駅、立場駅）から概ね 1km の範囲とし、地区

の人口はその範囲に含まれる上飯田町、下飯田町、和泉町、中田町、中田東三丁目、中田東四丁目、中

田北一丁目、中田北二丁目、中田三丁目、中田南三丁目、中田南四丁目、中田西一丁目、中田西二丁目、

中田西三丁目の人口合計値とする。 

 

図 2-3 駅周辺地区の人口推移 

図 2-4 年齢別人口構成比 

12,285 12,445 12,570 12,624 12,521

57,997 57,873 57,442 56,879 56,542

18,135 19,180 21,020 21,43720,232
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22.4%

23.2%
23.7%
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平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

（人）

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

65歳以上

15～64歳

0～14歳

高齢化率

88,417 89,498 90,244 90,523 90,500

資料）横浜市統計（各年度 3月 31 日時点） 

13.9%

62.5%

64.3%

66.8%

23.7%

21.8%

19.8%13.4%

13.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

駅周辺地区

泉区

横浜市

0～14歳

15～64歳

65歳以上

資料）横浜市統計ポータルサイト（平成 21 年 3月 31 日時点） 

いずみ中央駅・立場駅 

周辺地区 
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２．障害者数の推移 

泉区の障害者数は年々微増しており、平成 21 年度末時点では身体障害者が 4,181

人、知的障害者が 1,034 人、精神障害者が 858 人である。 

なお、身体障害者数については「身体障害者手帳」交付状況、知的障害者数につい

ては「愛の手帳」交付状況、精神障害者数については「精神保健福祉手帳」交付状況

からそれぞれ人数を算出している。 

５ 泉区障害者数の推移 

ここでは、身体障害者、知的障害者、精神障害者の人数に関して、平成 17 年度から平成 21 年度の推移をグラフで表し

ており、全体として年々微増していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 泉区障害者数の推移 

3,973 4,069 4,156 4,164 4,181

811 871 915 981 1,034
542

605
775 858

715

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

（人）

精神障害者数

知的障害者数

身体障害者数

5,326 5,545
5,786 5,920 6,073

資料）横浜市統計（各年度 3月 31 日時点） 

※数値は障害者手帳の交付状況による。 
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Ⅱ-３ 公共交通 

１．鉄道 

 

図 2-6 泉区周辺路線図 

ここでは、いずみ中央駅・立場駅周辺の鉄道路線網を示している。当該地区には、いずみ中央駅

を有する相鉄いずみ野線と、立場駅を有するブルーラインが運行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-6 泉区周辺路線図 

相鉄いずみ野線 

いずみ中央駅・立場駅周辺地区 

市営地下鉄ブルーライン 

横浜市泉区
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いずみ中央駅・立場駅周辺地区の 2 駅の一日平均乗降客数は、「いずみ中央駅」が

16,062 人/日（平成 22 年度）、「立場駅」が 21,035 人/日（平成 22 年度）となっ

ている。平成 18 年度からの一日平均乗降客数の推移を見ると、「いずみ中央駅」で

15,118 人/日から 6.2％増加、「立場駅」で 19,472 人/日から 8.0％増加となって

いる。 

図 2-10 立場駅（京浜急行電鉄）の一日平均乗降客数の推立場駅（京浜急行電鉄）の一

日図 2-7 いずみ中央駅・立場駅の一日平均乗降客数の推移 

ここでは、いずみ中央駅と立場駅の一日平均乗降客数の推移について、それぞれ平成 18 年

度から平成 22 年度までのグラフで示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）横浜市統計ポータルサイト 

 

 

 

 

図 2-7 いずみ中央駅・立場駅の一日平均乗降客数の推移 

いずみ中央駅（相模鉄道いずみ野線）

15,118
15,526 15,842 15,909 16,062
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【いずみ中央駅】 

 

 

図 2-8 いずみ中央駅のバリアフリー状況（相鉄いずみ野線） 

ここでは、現在のいずみ中央駅の構内図を示している。図では、エレベーターの位置やトイ

レの位置、車いすスロープの位置、バリアフリールートなどが分かるようになっている。 

フリールートなどが分かるようになっています。解説終わり。 

 

 

 

 

 

 

【立場駅】 

 

 

図 2-9 立場駅のバリアフリー状況（横浜市営地下鉄ブルーライン） 

ここでは、現在の立場駅の構内図を示している。図では、エレベーターの位置やト

イレの位置、車いすスロープの位置、バリアフリールートなどが分かるようになって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

マーク説明 

 
駅事務室 

 
駅サービスコーナー きっぷうりば 

 
エレベーター 

 

エスカレーター 

矢印で上り下りを表示 
休憩スペース 

 
お手洗い 

 

オストメイト対応 

（簡易式） 
車イス対応施設 

 
車いすスロープ 

 
公衆電話 コインロッカー 

 
バスのりば 

 
タクシーのりば AED(自動体外式除細動器)

出典）ヨコハマ・ふくまち.net 

図 2-8 いずみ中央駅のバリアフリー状況（相模鉄道いずみ野線） 

図 2-9 立場駅のバリアフリー状況（横浜市営地下鉄ブルーライン） 
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２．バス 

いずみ中央駅・立場駅周辺地区の路線バスは、主に神奈川中央交通のバスが運行さ

れ、その多くの系統が「立場ターミナル」を起終点としている。 

 

図 2-10 いずみ中央駅・立場駅周辺のバス路線網図 

ここでは、いずみ中央駅・立場駅周辺のバス路線網を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ-４ 施設の分布状況 

いずみ中央駅及び立場駅から概ね半径 1km の範囲にある主な施設を、表

2-1 および図 2-11 に示す。なお、表 2-1 の施設番号は図 2-11 内の番号

に一致する。 

いずみ中央駅周辺には区役所をはじめとした公的施設が集積しており、立

場駅周辺には商業施設や福祉施設などが多く集積している。 

 

図 2-10 いずみ中央駅・立場駅周辺のバス路線網図 
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表 2-1 いずみ中央駅・立場駅周辺の主な施設 

駅からの直線距離 
（「－」：1km より遠い）種別 施設名称 

いずみ中央駅から 立場駅から

施設数

旅客施設 
・ 

駅前広場 

( 1)立場駅 
( 2)いずみ中央駅 
( 3)立場駅前広場 
( 4)いずみ中央駅前広場 

― 
0ｍ 
― 

0m 

0ｍ 
― 

0ｍ 
― 

4 

官公庁等
行政施設 

( 5)泉区総合庁舎 
( 6)水道局戸塚・泉地域サービスセンター 

300ｍ 
500ｍ 

― 
― 

2 

文化施設 

( 7)立場地区センター 
( 8)泉公会堂 
( 9)泉区民文化センターテアトルフォンテ 
(10)泉中央テニスガーデン 

― 
400ｍ 

0ｍ/駅隣接 
800ｍ 

300ｍ 
― 
― 
― 

4 

福祉施設 

(11)いずみ中央地域ケアプラザ 
(12)上飯田地域ケアプラザ 
(13)泉地域活動ホームかがやき 
(14)元気かい泉 
(15)横浜市泉区社会福祉協議会(泉ふれあいホーム) 
(16)はたらき本舗 
(17)共働舎 
(18)のぞみ就労移行支援事業所 
(19)横浜市松風学園 
(20)泉区地域子育て支援拠点すきっぷ 

200ｍ 
900ｍ 

― 
700 

0ｍ/駅直結 
― 
― 
― 

800ｍ 
0ｍ/駅隣接 

― 
― 

800ｍ 
500ｍ 

― 
200ｍ 
300ｍ 
200ｍ 

― 
― 

10 

医療施設 
(21)横浜市南西部夜間急病センター(泉区休日急患診療所) 
(22)戸塚共立リハビリテーション病院 
(23)医療法人社団昌和会いずみ中央病院 

― 
― 

200ｍ 

300ｍ 
900ｍ 

― 
3 

商業施設 

(24)イトーヨーカ堂立場店(立場駅前ビル) 
(25)ヨークマート立場店(立場ショッピングセンター) 
(26)いずみ中央ショッピングプラザ「相鉄ライフ」 
(27)ヤマダ電機いずみ中央店(生駒ビル) 

― 
― 

0ｍ/駅直結 
800ｍ 

0ｍ/駅隣接
200ｍ 

― 
― 

４ 

郵便局 

(28)泉郵便局 
(29)中和田郵便局 
(30)中田郵便局 
(31)横浜上飯田郵便局 

― 
500 
― 

1,000ｍ 

800ｍ 
800ｍ 
700ｍ 

― 

4 

銀行 
・ 

信用金庫 

(32)横浜銀行和泉支店 
(33)横浜信用金庫和泉支店 
(34)横浜信用金庫いずみ中央支店 

― 
― 

0m/駅隣接 

100m 
100m 

― 
3 

農協 

(35)ＪＡ横浜みなみ総合センター 
(36)みなみ地区営農経済センター 
(37)メルカートみなみ 
(38)JA 横浜和泉支店 
(39)JA 横浜飯田支店 
(40)ファーマーズマーケット「ハマッ子」 

― 
― 
― 

200m 
800m 

1,000m 

300m 
400m 
300m 

― 
― 
― 

6 

保育施設 

(41)中田保育園 
(42)もも保育園 
(43)立場エンゼル保育園 
(44)そうてつ保育園 GENKIDS いずみ中央 
(45)にじいろ保育園いずみ中央 

― 
― 
― 

200m 
200m 

1,000m
800m 
500m 

― 
― 

5 

公園 (46)中田中央公園 ― 550m 1 
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図 2-11 図 2-11 施設分布状況 

ここでは、表 2-1 で挙げた、いずみ中央駅・立場駅周辺の主な施設の位置を地図上で示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-11 施設分布状況 
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Ⅲ 重点整備地区の設定 

１．生活関連施設の選定 

バリアフリー法では、高齢者、障害者等が日常生活または社会生活においてよく利

用する旅客施設、官公庁施設、福祉施設などの施設を「生活関連施設」と定義してい

る。 

これに基づき本基本構想では、主として以下に示す条件により、表 3-1 のとおり生

活関連施設として選定する。 

① 高齢者や障害者等を含む不特定多数の人が利用する施設であること。 

② その施設へ至る手段が、主にいずみ中央駅または立場駅からの徒歩であること。 

 

２．生活関連経路の設定 

バリアフリー法では、生活関連施設相互間の経路を「生活関連経路」と定義してい

る。 

これに基づき本基本構想では、駅と生活関連施設を結ぶ経路について、地区内の歩

行者の主要な動線、現状の歩道の状況などを参考に、特にバリアフリー化する必要性

が高い経路を生活関連経路として設定する。 

 

３．重点整備地区の範囲設定 

バリアフリー法では、重点整備地区を以下を満たすものとしている。 

・ 地区全体の面積がおおむね 400ha 未満の地区 

・ 生活関連施設が 3 以上所在し、かつ、当該施設を利用する相当数の高齢者、

障害者等により、当該施設相互間の移動が徒歩で行われることが見込まれる地

区 

・ 重点的かつ一体的なバリアフリー化を推進する必要があると認められる地区 

重点整備地区の境界は、可能な限り市町村の区域内の町境・字境、道路、河川、鉄

道等の施設、都市計画道路等によって、明確に表示して定めることが必要である。 

これに基づき本基本構想の重点整備地区を設定する。 

 

上記を踏まえ、本基本構想で設定する生活関連施設、生活関連経路、及び重点整備

地区を図 3-1 に示す。 
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表 3-1 生活関連施設の一覧 

種別 番号 施設名 

1 立場駅（市営地下鉄ブルーライン） 

2 いずみ中央駅（相模鉄道いずみ野線） 

3 立場駅前広場 
旅客施設・駅前広場 

4 いずみ中央駅前広場 

行政施設 5 泉区総合庁舎 

6 立場地区センター 

7 泉公会堂 文化施設 

8 泉区民文化センターテアトルフォンテ 

9 いずみ中央地域ケアプラザ 

10 元気かい泉 

11 横浜市泉区社会福祉協議会（泉ふれあいホーム） 福祉施設 

12 泉区地域子育て支援拠点すきっぷ 

13 横浜市南西部夜間急病センター（泉区休日急患診療所） 
医療施設 

14 医療法人社団昌和会いずみ中央病院 

15 イトーヨーカ堂立場店（立場駅前ビル） 

16 ヨークマート立場店（立場ショッピングセンター） 商業施設 

17 いずみ中央ショッピングプラザ「相鉄ライフ」 

郵便局 18 中和田郵便局 

19 横浜銀行 和泉支店 

20 横浜信用金庫 和泉支店 

21 横浜信用金庫 いずみ中央支店 銀行・信用金庫 

22 JA 横浜和泉支店 
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表 3-2 生活関連施設の概要 

下表に示す施設の概要のとおり、各施設が高齢者、障害者等を含む不特定多数の人が利用する施設で

あり、かつ、その施設に至る手段が、主にいずみ中央駅・立場駅からの徒歩であると見込まれる施設で

あることから、生活関連施設に選定する。 

 

種別 番号 
生活関連施設に 

選定した施設 
施設の概要 

1 
立場駅 

(市営地下鉄ブルーライン)

・1 日平均乗降人員が 21,035 人の特定旅客施設である。（平成

22 年度） 

2 
いずみ中央駅 

（相模鉄道いずみ野線））

・1 日平均乗降人員が 16,052 人の特定旅客施設である。（平成

22 年度） 

3 立場駅前広場 
・立場ターミナルには神奈川中央交通によって 10 本のバス系

統が運行されている。 

旅
客
施
設
・
駅
前
広
場 4 いずみ中央駅前広場 

・いずみ中央駅には神奈川中央交通によって 1 本のバス系統が

運行されている。 

・社会福祉協議会と相鉄ライフが駅に直結しており、テアトル

フォンテ、子育て支援拠点すきっぷ、横浜信用金庫等が駅前

広場に隣接している。 

行
政
施
設 

5 泉区総合庁舎 

・各種行政サービスに係わる窓口が設置されている。 

・１階に子育て支援スペースや、福祉保健センター、区民ホー

ル、会議室、証明写真、喫茶店、売店があり、区民が気軽に

利用できるスペースが設けられている。 

6 立場地区センター 

・３種類の会議室、工芸室、料理室、多目的室、和室、３面の

体育室、舞台が備わっている。 

・不特定多数対象の定期的又は一時的なイベント等の開催を行

っている。 

7 泉公会堂 
・舞台、講堂及びそれに関連する施設のほか、会議室等も備わ

っている施設である。 

文
化
施
設 

8 
泉区民文化センター 

テアトルフォンテ 

・舞台及び関連施設、ギャラリー、創作室、会議室、情報コー

ナー等の施設を有した文化施設である。 

・様々な公演やイベントを開催している。 

9 
いずみ中央地域ケアプ

ラザ 

・横浜市の委託事業である『地域包括支援センター』と『地域

活動交流事業』に加え、介護保険事業として『居宅介護支援

事業』や『通所介護・介護予防通所介護』を行っている。  

・地域住民の総合的な福祉相談窓口となっている。 

福
祉
施
設 

10 元気かい泉 

・中途障害者が軽作業や生活訓練を通し、体力維持、疾病の予

防や仲間との交流、生活圏の拡大などを行い、地域社会での

自立した生活をすることを目的した中途障害者地域活動セン

ターである。 

・脳卒中等による後遺症のある方で在宅障害者（概ね 40～70

歳）が対象であるが、その他社会参加のためのリハビリを希

望する方は要個別相談で利用可能である。 

・体力維持、疫病予防や仲間との交流を図るプログラムを豊富

に用意している。 
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種別 番号 
生活関連施設に 

選定した施設 
施設の概要 

11 

横浜市泉区 

社会福祉協議会 

(泉ふれあいホーム) 

・地域福祉の推進を目的にして組織された民間福祉団体である。

・主に泉区内で自主的に福祉保健活動を行っている団体が、交

流・打合せ・研修などの活動に利用できる施設であり、あん

しんセンターとして位置づけられている。（団体登録必須） 

・施設利用対象者は、福祉・保健活動団体や、高齢者・障害者

等の支援団体、あるいは障害者、高齢者である。 

・団体交流室や録音室、点字製作室、多目的研修室などが備わ

っており、研修室ではイベント等も開催されている。 

福
祉
施
設 

12 
泉区地域子育て 

支援拠点すきっぷ 

・横浜市の地域子育て支援拠点であり、親子が遊んで交流でき

る場を提供している。 

・その他に子育てに関する相談、情報提供、ネットワークづく

り、人材育成等を行っている。 

13 

横浜市南西部 

夜間急病センター 

(泉区休日急患診療所) 

・診療時間は毎夜間午後 8 時～午前０時であり、内科及び小児

科が設けられている。 

・泉区休日急患診療所内に位置している。 

医
療
施
設 

14 
医療法人社団昌和会 

いずみ中央病院 
・診療科目は内科、整形外科、リハビリテーション科である。

15 
イトーヨーカ堂立場店 

(立場駅前ビル) 

16 
ヨークマート立場店 

(立場ショッピングセンター) 

商
業
施
設 

17 

いずみ中央 

ショッピングプラザ 

「相鉄ライフ」 

・日用品、食料品等の物販の他、各種専門店も併設している。

郵
便
局 

18 中和田郵便局 ・郵便、貯金、ＡＴＭ、保険の窓口を持つ。 

19 
横浜銀行 

 和泉支店 

20 
横浜信用金庫 

 和泉支店 

21 
横浜信用金庫 

 いずみ中央支店 

・口座開設、預金・貯金、ローン、年金・保険などのサービス

を提供している。 

・ATM が設置されている。 

銀
行
・
信
用
金
庫 

22 JA 横浜和泉支店 
・窓口を有する施設である。 

・ATM が設置されている。 
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図 3-1 重点整備地区 

ここでは、重点整備地区及び生活関連施設（案）として選定した 22 施設を示している。 

生活関連施設（案）として選定した 22 施設は、いずみ中央駅・立場駅からほぼ 500 メートルの範囲内にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 重点整備地区 
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Ⅳ 重点整備地区におけるバリアフリーに関する課題 

重点整備地区における経路及び施設の、バリアフリーに関する主な課題を以下に示す。 

バリアフリーに関する課題の把握には、「まちあるき点検ワークショップ」、「バリアフ

リーに関する情報募集」を実施した。 

 

１．鉄道駅等のバリアフリーに関する課題 

・ 案内板や運賃表の文字が小さい。 

・ ホームドアがない。 

・ バスの乗降場の案内がない。 

・ 券売機のタッチパネルの高さが高い。 

 

２．道路等のバリアフリーに関する課題 

・ 交差点付近の歩道幅員が狭い。 

・ 車両乗入れ部の横断勾配がきつい。 

・ 車止めが通行の障害となっている。 

・ 歩道に不陸があって歩きにくい。 

・ 交差点巻き込み部に視覚障害者用誘導ブロックが

敷設されていない。 

 

３．交通安全施設等のバリアフリーに関する課題 

・ 青信号の時間が短い。 

・ 青信号の残り時間がわからない。 

・ 自転車横断帯が設置されている分、横断歩道の位置

がずれている。 

 

４．建築物（生活関連施設）のバリアフリーに関する課題 

・ スロープの縦断勾配がきつい。 

・ 駐輪自動車やバイクが邪魔である。 

・ 階段の段鼻がわかりにくい。 

・ 視覚障害者誘導用ブロック（キャッチブロック）が

敷設されていない。

運賃表の文字が小さい 

段鼻がわかりにくい 

交差点巻き込み部に視覚
障害者誘導用ブロックが
敷設されていない 

自転車横断帯が設置され
ている分、横断歩道の位
置がずれている。 
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